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(57)【要約】
【課題】簡単な構造で容易に製造することができるカレ
ンダ機構、ムーブメントおよび時計を提供する。
【解決手段】３０日判定部を有する日車２０と、一年で
一回転する月車３０と、主日回し機構４０と、小月の末
日に日車２０を回転させる小月日回し機構７０と、を備
える。月車３０は、小月に対応する凹部３４ｂが外周面
に形成された月カム３３を有し、主日回し機構４０は、
日回し車４３と、日送り爪車４７と、を有し、小月日回
し機構７０は、作動レバー体７１と、小月日送り爪車７
６と、日回し中間車８５と、を有し、作動レバー体７１
は、３０日判定レバー７４が３０日判定部２９に追従し
、かつ小月判定レバー７５が凹部３４ｂに追従すること
で、第一位置から第二位置に向かって回動し、日回し中
間車８５は、作動レバー体７１が第一位置にあるとき日
送り爪車４７から離間し、第二位置にあるとき日送り爪
車４７と噛合する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一年で一回転する月車と、
　一カ月で一回転し、周方向における所定位置に３０日判定部を有する日車と、
　一日で一回転し、前記日車を回転させる主日回し機構と、
　一カ月の日数が３０日以下の小月の末日に、前記日車を回転させる小月日回し機構と、
　を備え、
　前記月車は、前記小月に対応する小月判定部が外周面に形成された月カムを有し、
　前記主日回し機構は、
　　一定速度で一日に一回転する日回し車に対して回転可能に積層され、一日に一回転す
　る作動カムと、
　　前記作動カムと同期して回転し、前記日車を回転させる日送り爪車と、
　を有し、
　前記小月日回し機構は、
　　前記３０日判定部に追従可能な３０日判定レバーと、前記小月判定部に追従可能な小
　月判定レバーと、が設けられ、所定軸周りに回動する作動レバー体と、
　　前記小月の末日に前記日車を回転させる小月日送り爪車と、
　　前記小月日送り爪車に噛合した状態で前記作動レバー体に対して回転可能に設けられ
　た日回し中間車と、
　を有し、
　前記作動レバー体は、前記３０日判定レバーが前記３０日判定部に追従し、かつ前記小
月判定レバーが前記小月判定部に追従することで、第一位置から第二位置に向かって回動
し、
　前記日回し中間車は、前記作動レバー体が前記第一位置にあるとき前記日送り爪車から
離間し、前記第二位置にあるとき前記日送り爪車と噛合することを特徴とするカレンダ機
構。
【請求項２】
　請求項１に記載のカレンダ機構であって、
　前記主日回し機構は、前記作動カムと同期して回転し、外周面に日送り判定部を有する
制御カムを備え、
　前記作動レバー体は、前記制御カムの外周面に摺接する日送り判定レバーを有し、前記
日送り判定レバーが前記日送り判定部に摺接したときに、前記３０日判定レバーが前記３
０日判定部に追従し、かつ前記小月判定レバーが前記小月判定部に追従することを特徴と
するカレンダ機構。
【請求項３】
　請求項１または２に記載のカレンダ機構であって、
　前記小月日回し機構は、前記日車を回転させる前の送り前位置から前記日車を回転させ
た後の送り後位置に向かって、前記小月日送り爪車を付勢する付勢手段を備えていること
を特徴とするカレンダ機構。
【請求項４】
　請求項３に記載のカレンダ機構であって、
　前記小月日送り爪車は、前記日車の歯部を押圧して前記日車を回転させる小月日送り爪
を備え、
　前記小月日送り爪が前記送り後位置から前記送り前位置に向かって移動して前記歯部と
当接したときに、前記小月日送り爪車の径方向内側に向かって移動可能なように前記小月
日送り爪を弾性支持する弾性支持部を有することを特徴とするカレンダ機構。
【請求項５】
　請求項４に記載のカレンダ機構を備えたことを特徴とするムーブメント。
【請求項６】
　請求項５に記載のムーブメントを備えたことを特徴とする時計。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、カレンダ機構、ムーブメントおよび時計に関する。
【背景技術】
【０００２】
　月日の表示が可能なカレンダ付時計において、一か月の日数が３０日以下の小月の月末
に二日分の日送りを行うことにより、日修正を最低限に抑えるようにしたカレンダ機構は
周知である（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
　特許文献１には、第１内歯列と第２内歯列とを具備する日付ディスク（日車）と、日付
表示を制御するために第１内歯列の歯を介して駆動するフィンガを有する日付動輪セット
と、第２内歯列と共働して、小の月の終わりに日付ディスクをさらにワンステップ進める
修正動輪セットと、各月の終わりに月星車を駆動する月動輪セットと、を備えたカレンダ
機構が記載されている。レバー体としては、日付ディスクのポストにより制御されるレバ
ーと、日付動輪セットおよび月動輪セットを作動させるための第１スライドレバーと、修
正動輪セットを作動させるための第２スライドレバーと、月星車と共働し第２スライドレ
バーの回転を制御するレバーと、を備えている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第５１０５４６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、従来技術にあっては、レバー体の数が多く構造も複雑であり、高コスト
となるおそれがある。また、各レバーを所定のタイミングで連動させるためには、各レバ
ーの位置をそれぞれ所定の位置に合わせた状態で組み付ける必要があり、製造工程が煩雑
となるおそれがある。
【０００６】
　そこで、本発明は、上記事情に鑑みたものであって、簡単な構造で容易に製造すること
ができるカレンダ機構、ムーブメントおよび時計の提供を課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記の課題を解決するため、本発明のカレンダ機構は、一年で一回転する月車と、一カ
月で一回転し、周方向における所定位置に３０日判定部を有する日車と、一日で一回転し
、前記日車を回転させる主日回し機構と、一カ月の日数が３０日以下の小月の末日に、前
記日車を回転させる小月日回し機構と、を備え、前記月車は、前記小月に対応する小月判
定部が外周面に形成された月カムを有し、前記主日回し機構は、一定速度で一日に一回転
する日回し車に対して回転可能に積層され、一日に一回転する作動カムと、前記作動カム
と同期して回転し、前記日車を回転させる日送り爪車と、を有し、前記小月日回し機構は
、前記３０日判定部に追従可能な３０日判定レバーと、前記小月判定部に追従可能な小月
判定レバーと、が設けられ、所定軸周りに回動する作動レバー体と、前記小月の末日に前
記日車を回転させる小月日送り爪車と、前記小月日送り爪車に噛合した状態で前記作動レ
バー体に対して回転可能に設けられた日回し中間車と、を有し、前記作動レバー体は、前
記３０日判定レバーが前記３０日判定部に追従し、かつ前記小月判定レバーが前記小月判
定部に追従することで、第一位置から第二位置に向かって回動し、前記日回し中間車は、
前記作動レバー体が前記第一位置にあるとき前記日送り爪車から離間し、前記第二位置に
あるとき前記日送り爪車と噛合することを特徴としている。
【０００８】
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　本発明によれば、作動レバー体によりカレンダ機構を動作させることができるので、４
つのレバーを備えた従来技術と比較して部品数を削減できるとともに簡単な構造とするこ
とができる。
　また、作動レバー体には、３０日判定レバーと小月判定レバーとが設けられているので
、作動レバー体を組み付けるだけで、３０日判定レバーと小月判定レバーとが所定位置に
配置される。すなわち、３０日判定レバーと小月判定レバーとを個別に位置合わせする必
要がないので容易に製造することができる。
　また、作動レバー体は、３０日判定レバーが３０日判定部に追従し、かつ小月判定レバ
ーが小月判定部に追従することで、第一位置から第二位置に向かって回動し、日回し中間
車は、第二位置にあるとき日送り爪車と噛合するので、日回し中間車を介して日送り爪車
の動力を小月日送り爪車に伝達することができる。したがって、小月の末日に日送り爪車
および小月日送り爪車で日車を回転させて正確に日を送ることができる。
【０００９】
　また、前記主日回し機構は、前記作動カムと同期して回転し、外周面に日送り判定部を
有する制御カムを備え、前記作動レバー体は、前記制御カムの外周面に摺接する日送り判
定レバーを有し、前記日送り判定レバーが前記日送り判定部に摺接したときに、前記３０
日判定レバーが前記３０日判定部に追従し、かつ前記小月判定レバーが前記小月判定部に
追従することを特徴としている。
【００１０】
　本発明によれば、作動レバー体は、制御カムの外周面に摺接する日送り判定レバーを有
しているので、３０日判定レバーを日車に接触させることなく３０日判定部に追従させる
ことができる。これにより、作動レバー体から日車へ負荷が発生するのを抑制できるので
、日車のずれを防止して所定位置に日を表示することができる。
【００１１】
　また、前記小月日回し機構は、前記日車を回転させる前の送り前位置から前記日車を回
転させた後の送り後位置に向かって、前記小月日送り爪車を付勢する付勢手段を備えてい
ることを特徴としている。
【００１２】
　本発明によれば、小月日送り爪車は、小月に日車を回した後、送り前位置に復帰するこ
とができる。したがって、次の小月においても正確に日を送ることができる。
【００１３】
　また、前記小月日送り爪車は、前記日車の歯部を押圧して前記日車を回転させる小月日
送り爪を備え、前記小月日送り爪が前記送り後位置から前記送り前位置に向かって移動し
て前記歯部と当接したときに、前記小月日送り爪車の径方向内側に向かって移動可能なよ
うに前記小月日送り爪を弾性支持する弾性支持部を有することを特徴としている。
【００１４】
　本発明によれば、小月日送り爪車の径方向内側に向かって移動可能なように小月日送り
爪を弾性支持する弾性支持部を有するので、小月日送り爪が送り後位置から送り前位置に
向かって復帰するときに、日車が逆回転するのを確実に防止できる。したがって、小月の
末日に日送り爪車および小月日送り爪車で日車を回転させて、正確に日を送ることができ
る。
【００１５】
　また、本発明のムーブメントは、上述のカレンダ機構を備えたことを特徴とする。
　また、本発明の時計は、上述のムーブメントを備えたことを特徴とする。
【００１６】
　本発明によれば、構造が簡単で容易に製造できるカレンダ機構を備えているので、信頼
性に優れた低コストなムーブメントおよび時計とすることができる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、作動レバー体によりカレンダ機構を動作させることができるので、４
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つのレバーを備えた従来技術と比較して部品数を削減できるとともに簡単な構造とするこ
とができる。
　また、作動レバー体には、３０日判定レバーと小月判定レバーとが設けられているので
、作動レバー体を組み付けるだけで、３０日判定レバーと小月判定レバーとが所定位置に
配置される。すなわち、３０日判定レバーと小月判定レバーとを個別に位置合わせする必
要がないので容易に製造することができる。
　また、作動レバー体は、３０日判定レバーが３０日判定部に追従し、かつ小月判定レバ
ーが小月判定部に追従することで、第一位置から第二位置に向かって回動し、日回し中間
車は、第二位置にあるとき日送り爪車と噛合するので、日回し中間車を介して日送り爪車
の動力を小月日送り爪車に伝達することができる。したがって、小月の末日に日送り爪車
および小月日送り爪車で日車を回転させて正確に日を送ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】実施形態に係る時計の外観図である。
【図２】カレンダ機構を備えたムーブメントの平面図である。
【図３】図２のＡ－Ａ線に沿う断面図である。
【図４】図２のＢ－Ｂ線に沿う断面図である。
【図５】主日回し機構の拡大平面図である。
【図６】３０日判定レバーおよび小月日送り爪車の拡大平面図である。
【図７】小月の日送りにおける末日の２３時５０分頃を示す平面図である。
【図８】小月の日送りにおける末日の２３時５５分頃を示す平面図である。
【図９】カレンダ機構における動力伝達経路を示すブロック図である。
【図１０】小月の日送りにおける末日の２４時００分頃を示す平面図であって、一次日送
りを開始した状態の図である。
【図１１】小月の日送りにおける末日の２４時００分頃を示す平面図であって、一次日送
りの途中の状態の図である。
【図１２】小月の日送りにおける末日の２４時００分頃を示す平面図であって、一次日送
りを終了した状態の図である。
【図１３】小月の日送りにおける末日の２４時００分頃を示す平面図であって、二次日送
りを開始した状態の図である。
【図１４】小月の日送りにおける末日の２４時００分頃を示す平面図であって、二次日送
りの途中の状態の図である。
【図１５】小月の日送りにおける末日の２４時００分頃を示す平面図であって、二次日送
りを終了した状態の図である。
【図１６】大月の日送りにおける３０日の２３時５０分頃を示す平面図である。
【図１７】大月の日送りにおける３０日の２４時００分頃を示す平面図であって、二次日
送りの途中の状態の図である。
【図１８】大月の日送りにおける３０日の２４時００分頃を示す平面図であって、日送り
を終了した状態の図である。
【図１９】変形例に係るカレンダ機構を備えたムーブメントの平面図である。
【図２０】図１９のＣ－Ｃ線に沿う断面図である。
【図２１】小月の日送りにおける末日の００時００分頃を示す平面図である。
【図２２】小月の日送りにおける末日の５時５５分頃を示す平面図である。
【図２３】小月の日送りにおける末日の２４時００分頃を示す平面図であって、一次日送
りの開始直前の状態の図である。
【図２４】小月の日送りにおける末日の２４時００分頃を示す平面図であって、一次日送
りを開始した状態の図である。
【図２５】小月の日送りにおける末日の２４時００分頃を示す平面図であって、一次日送
りの途中の状態の図である。
【図２６】小月の日送りにおける末日の２４時００分頃を示す平面図であって、二次日送
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りを開始した状態の図である。
【図２７】小月の日送りにおける末日の２４時００分頃を示す平面図であって、日送りを
終了した状態の図である。
【図２８】大月の日送りの説明図である。
【図２９】他の実施形態に係る制御カムの説明図である。
【図３０】他の実施形態に係る時計の外観図である。
【図３１】図３０に示す他の実施形態に係る時計のムーブメントの断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下に、本発明の実施形態について、図面を用いて説明する。
　以下では、機械式の腕時計（請求項の「時計」に相当、以下、単に「時計」という。）
について説明したあと、実施形態に係るカレンダ機構の詳細について説明する。
【００２０】
（時計）
　一般に、時計の駆動部分を含む機械体を「ムーブメント」と称する。このムーブメント
に文字板、針を取り付けて、時計ケースの中に入れて完成品にした状態を時計の「コンプ
リート」と称する。時計の基板を構成する地板の両側のうち、時計ケースのガラスのある
方の側、すなわち文字板のある方の側をムーブメントの「裏側」と称する。また、地板の
両側のうち、時計ケースのケース裏蓋のある方の側、すなわち文字板と反対の側をムーブ
メントの「表側」と称する。
【００２１】
　図１は、実施形態に係る時計１の外観図である。以下の説明では、図１以降の各平面図
における時計回り方向をＣＷ方向といい、反時計回り方向をＣＣＷ方向という。
　図１に示すように、本実施形態の時計１のコンプリートは、図示しないケース裏蓋、お
よびガラス２からなる時計ケース３内に、ムーブメント１０と、時に関する情報を示す目
盛り等を有する文字板１１と、時を示す時針１２、分を示す分針１３および秒を示す秒針
１４を含む指針と、を備えている。文字板１１には、日を表す数字を露出させる日窓１１
ａと、月を表す文字を露出させる月窓１１ｂとが開口している。これにより、時計１は、
時刻、日および月を表示することができる。
【００２２】
　図２は、カレンダ機構を備えたムーブメントの平面図であり、図３は、図２のＡ－Ａ線
に沿う断面図である。
　図２および図３に示すように、ムーブメント１０は、ムーブメント１０の基板を構成す
る地板５を有している。図３に示すように、地板５の表側には、てんぷやがんぎ車、アン
クル等を含む図示しない脱進調速機構と、四番車８や三番車、二番車９、香箱車等を含む
表輪列と、が少なくとも配置されている。四番車８の裏側の端部には、秒針１４が取り付
けられており、中心軸Ｏ周りに６０秒でＣＷ方向に一回転する。二番車９の裏側の端部に
は、分針１３が取り付けられており、中心軸Ｏ周りに６０分でＣＷ方向に一回転する。
【００２３】
（カレンダ機構）
　図２および図３に示すように、カレンダ機構１００は、筒車１６と、日車２０と、月車
３０と、主日回し機構４０と、小月日回し機構７０と、を備える。以下に各図を用いて、
カレンダ機構１００について詳細に説明する。
　以下の説明では、一カ月の日数が３０日以下の月（２月、４月、６月、９月および１１
月）を小月といい、一カ月の日数が３１日の月（１月、３月、５月、７月、８月、１０月
および１２月）を大月という。
【００２４】
　筒車１６は、表側の端部が筒歯車１６ａとなっている。筒車１６は、筒歯車１６ａと輪
列を介して動力源である不図示の香箱車と噛合する。筒車１６は、香箱車から動力が伝達
されて回転する。筒車１６の裏側の端部には時針１２が取り付けられており、中心軸Ｏ周
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りに１２時間でＣＷ方向に一回転する。筒車１６は、筒歯車１６ａよりも裏側に筒中間車
１６ｂを有している。筒車１６の回転は、例えば筒中間車１６ｂや中間車１７等の輪列を
介して、後述する主日回し機構４０に伝達される。
【００２５】
　日車２０は、地板５に対して回転自在に取り付けられたリング状部材である。図２に示
すように、日車２０の表面には周方向に沿って１～３１の日を表す日文字２１が順番に表
示されている。日文字２１の表示方法としては、例えば印刷、刻印、シール貼付等が挙げ
られるが、特に限定されるものではない。日車２０は、ＣＷ方向に回転する。日文字２１
は、日車２０の回転方向にあわせて順に表示されている。
　日車２０の内周面２０ａは、二段に形成されている。日車２０の内周面２０ａにおける
ムーブメント１０の表側には、歯部２２が、径方向の内側に突出するとともに周方向に間
隔をあけて複数形成されている。歯部２２は、大月の一カ月の日数である３１日に対応し
て、３６０°／３１＝約１１．６°ピッチで３１歯形成されている。歯部２２は、一日で
一回転する後述の日送り爪車４７の日送り爪４７ｂによって、一日で一回押される。これ
により、日車２０は、ＣＷ方向に回転し、一か月で一回転する。
【００２６】
　日ジャンパ２５は、日車２０の回転方向の位置を規制するとともに、日車２０の回転を
補助する。日ジャンパ２５は、地板５に基端部が固定されており、先端部２５ａが自由端
とされる。日ジャンパ２５は、弾性変形可能な日アーム部２５ｂを備えている。日アーム
部２５ｂは、先端部２５ａを日車２０側に付勢している。日ジャンパ２５の先端部２５ａ
は、日車２０の歯部２２に対して係合することで日車２０の回転を規制する。これにより
、日車２０は、歯部２２のピッチ角（約１１．６°）と同じ角度ピッチで、１ステップず
つ回転可能となっている。
【００２７】
　日車２０の内周面２０ａであって、歯部２２よりも裏側には、月送り部２６が形成され
ている。月送り部２６は、径方向の内側に向かって突出形成されている。月送り部２６は
、日車２０の内側に設けられた月中間車２８の歯２８ａを月の末日から翌月の初日に切り
替わるときに押して、月中間車２８を回転させる。
　また、日車２０の内周面２０ａであって、歯部２２よりも裏側には、３０日判定部２９
が形成されている。３０日判定部２９は、径方向の外側に向かって凹み形成されている。
３０日判定部２９は、日車２０が３０日を表示しているときにおいて、日車２０の内側に
設けられた後述する３０日判定レバー７４の先端部７４ａに対応した位置に形成される。
３０日判定部２９は、小月の末日である３０日から翌月の初日に切り替わるときに、３０
日判定レバー７４の先端部７４ａが入り込んで追従可能とされる。
【００２８】
（月車）
　月車３０は、筒車１６に対して回転自在に遊挿されている。月車３０は、月歯車３１と
月カム３３とを有している。月車３０は、一年で一回転する。
　月歯車３１は、月中間車２８と噛合している。月歯車３１の歯は、一年の月数である１
２月に対応して、３６０°／１２＝３０°ピッチで１２歯形成されている。月歯車３１は
、日車２０および月中間車２８の各月の末日における回転にともなって回転する。なお、
図２においては、分かり易くするために、月歯車３１の各歯に対応する月の数字を記載し
ている。
【００２９】
　月カム３３は、中心軸Ｏ周りに月歯車３１と同期して一年に一回転する。月カム３３の
外周面には、周方向にわたって５箇所の凸部３４ａと、各凸部３４ａの間に位置する５箇
所の凹部３４ｂ（請求項の「小月判定部」に相当。）とが形成されている。
　月カム３３の複数の凸部３４ａは、月カム３３の外周面を中心軸Ｏ周りに３０°ピッチ
で１２等分してＣＷ方向に順に１月から１２月に割り振ったときに、大月（１月、３月、
５月、７月、８月、１０月および１２月）に対応した位置に形成されている。また、月カ
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ム３３の複数の凹部３４ｂは、小月（２月、４月、６月、９月および１１月）に対応した
位置に形成されている。
【００３０】
　月車３０の裏側の端部には、月表示板１５が外嵌固定されている。月表示板１５は、円
盤状の板部材であり、文字板１１よりもムーブメント１０の表側に配置される。図２に示
すように、日車２０の主面には、周方向に沿って１（ＪＡＮ）～１２（ＤＥＣ）の月を表
す月文字１５ａが順番に表示されている。月文字１５ａの表示方法としては、例えば印刷
、刻印、シール貼付等が挙げられるが、特に限定されるものではない。月表示板１５は、
中心軸Ｏ周りに月歯車３１および月カム３３と同期してＣＣＷ方向に一年に一回転する。
月文字１５ａは、月表示板１５の回転方向にあわせて順に表示されており、月窓１１ｂか
ら外部に露出する。
【００３１】
　月ジャンパ３５は、月車３０の回転方向の位置を規制するとともに、月車３０の回転を
補助する。月ジャンパ３５は、地板５に対して基端部が回動可能に接続されており、先端
部３５ａが自由端とされる。月ジャンパ３５は、月ジャンパばね３６によって先端部３５
ａが月車３０に向かって付勢されている。月ジャンパ３５の先端部３５ａは、月車３０の
歯に対して係合することで月車３０の回転を規制する。これにより、月車３０の月歯車３
１、月カム３３および月表示板１５は、中心軸Ｏ周りに、歯のピッチ角（３０°）と同じ
３０°ピッチで一カ月あたり１ステップずつＣＣＷ方向に回転し、一年で一回転する。
【００３２】
（主日回し機構）
　図４は、図２のＢ－Ｂ線に沿う断面図であり、図５は、主日回し機構の拡大平面図であ
る。
　図２、図４および図５に示すように、中心軸Ｏと日車２０の内周面２０ａとの間であっ
て、５時の方向に対応する位置には、第一軸Ｃ１に沿って地板５から軸部材６が立設され
ている。主日回し機構４０は、軸部材６により第一軸Ｃ１周りに回転自在に支持されてい
る。
　主日回し機構４０は、日回しピン４１と、日回し車４３と、作動カム５０と、作動カム
レバー５２と、日送り爪車４７と、制御カム４５と、を備えている。日回しピン４１、日
回し車４３、作動カム５０、日送り爪車４７および制御カム４５は、第一軸Ｃ１を回転中
心として同軸上に配置される。
　日回しピン４１は、筒状に形成されており、軸部材６に対して第一軸Ｃ１周りに回転自
在に遊挿されている。
【００３３】
　日回し車４３は、日回しピン４１に対して回転自在に遊挿されている。日回し車４３は
、中間車１７と噛合している。日回し車４３には、筒中間車１６ｂおよび中間車１７を介
して、筒車１６の動力が伝達される。日回し車４３は、第一軸Ｃ１周りに一定速度で一日
に一回転する。
　また、日回し車４３には、平面視で第一軸Ｃ１を中心とし、日回し車４３の径方向に幅
を有する弧状の溝部４３ａが設けられている。弧状に形成された溝部４３ａの中心角は、
例えば９０°程度となっている。
【００３４】
　作動カム５０は、全体として扇形状に形成された板状部材であり、日回し車４３の外形
よりも小さくなっている。作動カム５０は、日回し車４３よりも表側において、日回し車
４３に対して積層される。作動カム５０は、日回しピン４１に対して外嵌固定されている
。これにより、作動カム５０は、日回し車４３に対して第一軸Ｃ１周りに回転可能となっ
ている。
　作動カム５０は、弧状に形成された作動カム面５０ａと、後述の作動カムレバー５２に
より押圧される押圧面５０ｂと、作動カムレバー５２の先端部５３に入り込む膨出部５０
ｃと、を備えている。作動カム面５０ａは、ＣＷ方向に向かうにつれて漸次半径が縮径す
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るように形成されている。押圧面５０ｂは、作動カム面５０ａの一端部において、ＣＣＷ
方向に面するように設けられている。膨出部５０ｃは、第一軸Ｃ１を挟んで作動カム面５
０ａとは径方向の反対側に設けられており、径方向の外側に膨出している。
【００３５】
　作動カム５０は、軸方向に沿ってムーブメント１０の裏側に突出する規制ピン部５１を
備えている。規制ピン部５１は、日回し車４３の溝部４３ａに挿入配置されている。規制
ピン部５１は、直径が溝部４３ａの幅よりも小さくなっており、溝部４３ａ内に遊挿され
るとともに、溝部４３ａ内を周方向に沿って移動可能となっている。
　規制ピン部５１は、日回し車４３がＣＷ方向に回転することにより、溝部４３ａのＣＣ
Ｗ方向の端部に突き当たる。作動カム５０は、規制ピン部５１が溝部４３ａの端部に突き
当たった状態で日回し車４３がＣＷ方向に回転することにより、日回し車４３とともにＣ
Ｗ方向に回転可能となっている。
　また、後述の作動カムレバー５２により作動カム５０の押圧面５０ｂが押圧されると、
規制ピン部５１は、日回し車４３の回転速度よりも速い速度で、溝部４３ａ内をＣＷ方向
に移動する。これにより、作動カム５０は、溝部４３ａの形成範囲に対応した所定角度（
本実施形態では約９０°）だけ、日回し車４３に対してＣＷ方向に回転可能となっている
。
【００３６】
　作動カムレバー５２は、全体としてＬ字状に形成されている。作動カムレバー５２は、
地板５により軸支されて回動可能となっている。作動カムレバー５２は、先端部５３が作
動カム５０に向かうように、作動カムレバーばね５４によって付勢されている。作動カム
レバー５２の先端部５３は、作動カム５０の作動カム面５０ａおよび押圧面５０ｂに摺接
するとともに、作動カムレバー５２の回動にともない、作動カム５０の回転中心である第
一軸Ｃ１に対して接近離反する。
【００３７】
　作動カムレバー５２の先端部５３には、作動カム５０に向かって突出する第一凸部５３
ａと、第一凸部５３ａよりも作動カムレバー５２の基端側に設けられた第二凸部５３ｂと
、が形成されている。作動カムレバー５２の先端部５３の第二凸部５３ｂは、作動カム５
０がＣＷ方向に回転することにより、作動カム面５０ａを摺接する。そして、作動カムレ
バー５２の先端部５３の第二凸部５３ｂは、日が切り替わる午前０時前後の所定のタイミ
ングに作動カム５０の押圧面５０ｂに到達し、作動カムレバーばね５４の付勢力によって
押圧面５５ｂを押圧する。これにより、作動カム５０は、日回し車４３の溝部４３ａの形
成範囲に対応した所定角度（本実施形態では約９０°）だけ、日回し車４３に対してＣＷ
方向に瞬時に回転することができる。また、作動カム５０は、所定角度回転した後、膨出
部５０ｃが作動カムレバー５２の第一凸部５３ａと第二凸部５３ｂとの間に入り込み、一
時的に保持されるようになっている。
【００３８】
　日送り爪車４７は、円板状の日送り爪歯車４７ａと日送り爪４７ｂとにより構成されて
いる。日送り爪車４７は、日回しピン４１における裏側の端部に外嵌固定されており、作
動カム５０と同期して回転する。
　日送り爪歯車４７ａは、日回しピン４１に対して外嵌固定されている。日送り爪歯車４
７ａの外周面には、歯部が形成されている。日送り爪歯車４７ａは、後述する小月日回し
機構７０の日回し中間車８５と噛合可能となっている。
　日送り爪４７ｂは、日送り爪歯車４７ａよりも裏側において、日回しピン４１に対して
外嵌固定されている。日送り爪４７ｂの外周面には、径方向の外側に向かって突出する爪
部４７ｃが、日車２０の歯部２２と係合可能に形成されている。日送り爪車４７は、日が
切り替わる午前０時前後の所定のタイミングに、作動カム５０の瞬時の回転に同期して回
転する。これにより、日送り爪４７ｂは、日車２０の歯部２２を押圧して日車２０をＣＷ
方向に１ステップ回転させる。
【００３９】
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　制御カム４５は、日回し車４３に対して回転可能に積層されており、日回し車４３と日
送り爪車４７との間に配置されている。制御カム４５は、日回しピン４１に外嵌固定され
ており、作動カム５０および日送り爪車４７と同期して回転する。制御カム４５の外周面
には、後述する小月日回し機構７０に設けられた日送り判定レバー７３の先端部７３ａが
摺接する。
　制御カム４５の外周面には、日送り判定部４６が形成されている。日送り判定部４６は
、径方向の内側に向かって凹み形成されている。日送り判定部４６のＣＷ方向の側面４６
ａは、径方向に沿うように形成されている。日送り判定部４６のＣＣＷ方向の側面４６ｂ
は、径方向の内側から外側に向かって、日送り判定部４６の開口が広がるようにＣＣＷ方
向に傾斜している。日送り判定部４６には、小月の末日である３０日から翌月の初日に切
り替わるときに、日送り判定レバー７３の先端部７３ａが入り込んで摺接する。
【００４０】
（小月日回し機構）
　中心軸Ｏと日車２０の内周面２０ａとの間であって、７時の方向に対応する位置には、
第二軸Ｃ２（請求項の「所定軸」に相当。）に沿って地板５から軸部材７が立設されてい
る。
　小月日回し機構７０は、作動レバー体７１と、小月日送り爪車７６と、日回し中間車８
５と、を有している。
【００４１】
　作動レバー体７１は、例えば金属材料により形成された平板状の部材である。作動レバ
ー体７１は、軸部材７に遊挿された後述の小月日送り爪車７６の筒部７７に対してさらに
遊挿されており、軸部材７によって第二軸Ｃ２周りに回転自在に支持されている。作動レ
バー体７１は、作動レバー体７１よりも径方向の外側に設けられた作動レバー体ばね７２
により、第二軸Ｃ２周りにＣＣＷ方向に付勢されている。
　作動レバー体７１は、規制ピン部７１ａと、日送り判定レバー７３と、３０日判定レバ
ー７４と、小月判定レバー７５と、を備えている。日送り判定レバー７３と、３０日判定
レバー７４と、小月判定レバー７５とは、一体形成されている。
【００４２】
　規制ピン部７１ａは、第二軸Ｃ２の近傍において、裏側に向かって立設されている。規
制ピン部７１ａは、後述する小月日送り爪車７６の爪歯車７８における溝部７８ａ内に挿
入配置されており、小月日送り爪車７６の回転を規制している。
　日送り判定レバー７３は、先端部７３ａが制御カム４５に向かって屈曲形成されている
。日送り判定レバー７３の先端部７３ａは、作動レバー体ばね７２の付勢力により制御カ
ム４５の外周面に接触しており、制御カム４５が回転することにより、制御カム４５の外
周面と摺接する。また、日送り判定レバー７３の先端部７３ａは、小月の末日である３０
日から翌月の初日に切り替わるとき（例えば、小月の末日の２３時５５分以降２４時００
分までの間）に、作動レバー体ばね７２の付勢力により制御カム４５の日送り判定部４６
に入り込んで摺接する。
【００４３】
　図６は、３０日判定レバーおよび小月日送り爪車の拡大平面図である。
　３０日判定レバー７４は、先端部７４ａが日車２０の内周面２０ａに向かって屈曲形成
されている。３０日判定レバー７４の先端部７４ａは、日車２０の内周面２０ａから所定
距離だけ離間している。３０日判定レバー７４の先端部７４ａは、日車２０が３０日を表
示しているときにおいて、日車２０の３０日判定部２９に対応した位置に配置される（図
６参照）。
【００４４】
　小月判定レバー７５は、平面視で中心軸Ｏと第一軸Ｃ１との間を延び、先端部７５ａが
月カム３３に向かって屈曲形成されている。小月判定レバー７５の先端部７５ａは、月カ
ム３３の外周面から所定距離だけ離間している。小月判定レバー７５の先端部７５ａは、
大月において各月の凸部３４ａに対応した位置に配置され、小月において各月の凹部３４
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ｂに対応した位置に配置される。
【００４５】
　図７は、小月の日送りにおける末日の２３時５０分頃を示す平面図であり、図８は、小
月の日送りにおける末日の２３時５５分頃を示す平面図である。
　図２に示すように、作動レバー体７１は、日送り判定レバー７３の先端部７３ａが制御
カム４５の日送り判定部４６以外の領域に摺接しているとき、作動レバー体ばね７２の付
勢力に抗して、第二軸Ｃ２周りにＣＷ方向に傾斜した位置（以下、「第一位置」という。
）に配置される。
【００４６】
　また、図７に示すように、作動レバー体７１は、小月の末日である３０日において、小
月判定レバー７５の先端部７５ａが凹部３４ｂに対応した位置に配置され、３０日判定レ
バー７４の先端部７４ａが３０日判定部２９に対応した位置に配置される。
　そして、図８に示すように、小月の末日である３０日から翌月の初日に切り替わるとき
（例えば、小月の末日の２３時５５分以降２４時００分までの間）、日送り判定レバー７
３の先端部７３ａが日送り判定部４６に入り込んで摺接するとともに、３０日判定レバー
７４の先端部７４ａが３０日判定部２９に入り込んで追従し、かつ小月判定レバー７５の
先端部７５ａが月カム３３の凹部３４ｂに入り込んで追従する。作動レバー体７１は、日
送り判定レバー７３の先端部７３ａが日送り判定部４６に入り込んで摺接しているとき、
作動レバー体ばね７２の付勢力により、第二軸Ｃ２周りに第一位置よりもＣＣＷ方向に傾
斜した位置（以下、「第二位置」という。）に配置される。
【００４７】
　図６に示すように、小月日送り爪車７６は、筒部７７と、爪歯車７８と、爪板７９と、
戻しばね連結部８０と、を有している。筒部７７と、爪歯車７８と、爪板７９と、戻しば
ね連結部８０とは、一体固定されており、第二軸Ｃ２周りに同期して回転する。
　筒部７７は、軸部材７に対して回転可能に外挿される。
　爪歯車７８は、筒部７７に遊挿された作動レバー体７１よりも裏側において、筒部７７
に対して外嵌固定されている。爪歯車７８の外周面には、複数の歯部が周方向にわたって
形成されている。爪歯車７８には、平面視で第二軸Ｃ２を中心とし、爪歯車７８の径方向
に幅を有する弧状の溝部７８ａが設けられている。弧状に形成された溝部７８ａの中心角
は、例えば９０°程度となっている。溝部７８ａには、作動レバー体７１から立設された
規制ピン部７１ａが移動可能に挿入配置されている。
【００４８】
　爪板７９は、爪歯車７８よりも裏側において、爪歯車７８に固定されている。爪板７９
は、ベース部７９ａと、小月日送り爪７９ｂと、弾性支持部７９ｃと、を主に有している
。
　ベース部７９ａは、爪歯車７８の大部分を覆うように設けられており、径方向に沿って
爪溝７９ｄが形成されている。
　小月日送り爪７９ｂは、径方向に沿うように長く形成されており、爪歯車７８よりも径
方向の外側に突出している。小月日送り爪７９ｂは、日車２０の歯部２２を押圧して回転
させる前の送り前位置（以下、単に「送り前位置」という。）において、およそ６時の方
向を向いている。小月日送り爪７９ｂは、爪溝７９ｄ内に配置されており、径方向に沿っ
て移動可能となっている。小月日送り爪７９ｂのＣＷ側の側面は平面となっており、日車
２０の歯部２２に対して係合可能となっている。また、小月日送り爪７９ｂのＣＣＷ側の
側面は湾曲面となっており、日車２０の歯部２２から離脱可能となっている。
　弾性支持部７９ｃは、全体として弾性変形可能なＣ字状に形成されており、ベース部７
９ａと小月日送り爪７９ｂとを接続している。弾性支持部７９ｃは、小月日送り爪７９ｂ
が爪溝７９ｄ内において径方向内側に向かって移動可能なように弾性支持している。
【００４９】
　戻しばね連結部８０は、筒状に形成された部材であり、作動レバー体７１よりも表側に
おいて、筒部７７に外嵌固定されている。
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　戻しばね連結部８０には、戻しばね８２（請求項の「付勢手段」に相当。）が接続され
ている。戻しばね８２は、例えば第二軸Ｃ２を中心とするアルキメデス曲線に沿って形成
されたひげぜんまいである。戻しばね８２は、内端が戻しばね連結部８０に固定され、外
端が地板５から立設された固定ピン８４に固定されている。
【００５０】
　戻しばね８２は、小月日送り爪７９ｂが日車２０の歯部２２を押圧して回転させた後の
送り後位置（以下、単に「送り後位置」という。）から送り前位置に向かって、ＣＣＷ方
向に小月日送り爪車７６の爪歯車７８を付勢する。
　戻しばね８２は、小月日送り爪車７６をＣＣＷ方向に向かって付勢した状態で戻しばね
連結部８０と固定ピン８４とに固定されている。小月日送り爪車７６は、作動レバー体７
１の規制ピン部７１ａが爪歯車７８の溝部７８ａのＣＷ方向の端部に突き当たることで、
ＣＣＷ方向への回転が規制されて保持される。
【００５１】
　図２および図４に示すように、日回し中間車８５は、作動レバー体７１に対して、第一
軸Ｃ１と第二軸Ｃ２との間の第三軸Ｃ３周りに回転可能に設けられている。日回し中間車
８５は、小月日送り爪車７６の爪歯車７８と噛合している。
　日回し中間車８５は、作動レバー体７１が第二軸Ｃ２周りにＣＷ方向に傾斜した第一位
置において、日送り爪車４７から離間する。また、日回し中間車８５は、作動レバー体７
１が第二軸Ｃ２周りにＣＣＷ方向に傾斜した第二位置において、日送り爪車４７と噛合す
る。
【００５２】
（作用）
　続いて、上述したカレンダ機構１００の作用について説明する。以下、月の末日を経て
翌月の初日になるまでのカレンダ機構１００の作用について説明する。
　図９は、カレンダ機構における動力伝達経路を示すブロック図である。図９において、
実線による矢印は、動力伝達方向を示している。
　図１０から図１５は、小月の日送りにおける末日の２４時００分頃を示す平面図であり
、図１０から図１５の順に時系列で並んでいる。以下の説明におけるカレンダ機構１００
の構成部品の符号については、各図を適宜参照されたい。
【００５３】
　まず、小月の末日を経て翌月の初日になるまでのカレンダ機構１００の動作について説
明する。以下、例として、小月である４月の末日（４月３０日）から大月である５月の初
日（５月１日）へ移行するときのカレンダ機構１００の動作を説明する。また、以下の説
明において、小月の末日におけるカレンダ機構１００の動作は、２月を除く４月、６月、
９月および１１月の末日におけるカレンダ機構１００の動作に相当する。
【００５４】
　図７に示すように、日窓１１ａには、３０日を示す「３０」の日文字２１が表示されて
いる。また、月窓１１ｂには、小月である４月を表す「ＡＰＲ」の月文字１５ａが表示さ
れている。また、小月判定レバー７５の先端部７５ａは、小月である４月の凹部３４ｂに
対応した位置に配置されている。
　モータや香箱車等の不図示の動力源からの動力は、筒車１６や中間車１７等の輪列を介
して主日回し機構４０の日回し車４３に伝達される（図９参照）。これにより、主日回し
機構４０の日回し車４３は、第一軸Ｃ１を中心としてＣＷ方向に一日あたり一回転の速度
で回転する。
【００５５】
　作動カム５０は、規制ピン部５１が溝部４３ａの端部に突き当たった状態で、日回し車
４３とともにＣＷ方向に回転する。これにより、主日回し機構４０の日送り爪車４７、制
御カム４５は、日回し車４３および作動カム５０と同期して、第一軸Ｃ１周りのＣＷ方向
に一日あたり一回転の速度で回転する。
　また、作動カムレバー５２の第二凸部５３ｂは、作動カム５０の回転により作動カム面
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５０ａに摺接する。
　このとき、作動レバー体７１における日送り判定レバー７３の先端部７３ａは、制御カ
ム４５の日送り判定部４６以外の領域に摺接している。また、作動レバー体７１は、第二
軸Ｃ２周りにＣＷ方向に傾斜した第一位置に配置されている。また、日回し中間車８５は
、日送り爪車４７から離間している。
【００５６】
　続いて、時間の経過にともなって日送り爪車４７、制御カム４５、日回し車４３および
作動カム５０がさらにＣＷ方向に回転すると、日送り判定レバー７３の先端部７３ａは、
制御カム４５の日送り判定部４６に到達する。
【００５７】
　続いて、図８に示すように、２３時５５分になると、日送り判定レバー７３の先端部７
３ａは、作動レバー体ばね７２の付勢力により、制御カム４５の日送り判定部４６内に入
り込む。また、３０日判定レバー７４の先端部７４ａは、３０日判定部２９に入り込んで
追従する。また、小月判定レバー７５の先端部７５ａは、月カム３３の凹部３４ｂに入り
込んで追従する。これにより、作動レバー体７１は、第二軸Ｃ２を中心としてＣＣＷ方向
に回動し、第二軸Ｃ２周りにＣＷ方向に傾斜した第一位置から、第二軸Ｃ２周りにＣＣＷ
方向に傾斜した第二位置へ移動する。日回し中間車８５は、作動レバー体７１の回動にと
もなって移動し、日送り爪車４７と噛合する。
　また、作動カムレバー５２の第二凸部５３ｂは、作動カム５０の回転により押圧面５０
ｂに到達する。
【００５８】
　続いて、図１０に示すように、２４時００分になると、作動カムレバー５２の第二凸部
５３ｂは、作動カムレバーばね５４の付勢力により、作動カム５０の押圧面５０ｂを押圧
する。これにより、主日回し機構４０の日送り爪車４７、制御カム４５および作動カム５
０は、日回し車４３よりもＣＷ方向に高速回転する。
　また、日回し中間車８５は、日送り爪車４７から動力が伝達されて、第三軸Ｃ３を中心
としてＣＣＷ方向に高速回転する。また、日回し中間車８５と噛合する小月日送り爪車７
６の爪歯車７８は、戻しばね８２の付勢力に抗してＣＷ方向に高速回転する。
【００５９】
　続いて、図１１に示すように、小月日送り爪車７６の小月日送り爪７９ｂは、第二軸Ｃ
２周りにＣＷ方向に高速回転し、日車２０の歯部２２に当接する。小月日送り爪車７６の
小月日送り爪７９ｂは、日車２０の歯部２２を押圧する。日車２０は、日ジャンパ２５と
の係合が解除されて、中心軸Ｏ周りにＣＷ方向に回転する。
　また、３０日判定部２９は、日車２０の回転にともない、ＣＷ方向に移動する。このと
き、３０日判定部２９に入り込んでいた３０日判定レバー７４の先端部７４ａは、３０日
判定部２９に沿って移動し、３０日判定部２９から抜け出そうとする。また、作動レバー
体７１は、第二軸Ｃ２を中心としてＣＷ方向に回動する。
【００６０】
　続いて、図１２に示すように、日車２０は、日ジャンパ２５と再度係合されて１ステッ
プだけ中心軸Ｏ周りにＣＷ方向に回転する。日窓１１ａに表示される日文字２１は、「３
０」から「３１」に切り替わる。
　また、３０日判定レバー７４の先端部７４ａは、３０日判定部２９に摺接しながらから
抜け出す。これにより、作動レバー体７１は、第二軸Ｃ２周りにＣＣＷ方向に傾斜した第
二位置から、第二軸Ｃ２周りにＣＷ方向に傾斜した第一位置へ向かって、第二軸Ｃ２を中
心としてＣＷ方向に回動する。これにより、日回し中間車８５は、日送り爪車４７から離
間する。また、小月日送り爪車７６は、日回し中間車８５を介した日送り爪車４７からの
動力の伝達が解除される。
【００６１】
　ここで、小月日送り爪車７６は、戻しばね８２によって、送り後位置から送り前位置に
向かって付勢されている。したがって、小月日送り爪車７６は、日送り爪車４７からの動
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力の伝達が解除されると、戻しばね８２の付勢力によって、第二軸周りにＣＣＷ方向に高
速回転する。これにより、小月日送り爪７９ｂは、送り後位置から送り前位置に瞬時に復
帰する。なお、小月日送り爪車７６は、径方向内側に向かって移動可能なように弾性支持
部７９ｃによって弾性支持されている。このため、小月日送り爪７９ｂは、送り後位置か
ら送り前位置に向かって復帰するとき、日車２０の歯部２２と当接しても径方向の内側に
移動する。これにより、小月日送り爪７９ｂと歯部２２との係合が回避されるので、日車
２０はＣＣＷ方向に逆回転することがない。
【００６２】
　続いて、図１３に示すように、主日回し機構４０の日送り爪車４７、制御カム４５およ
び作動カム５０は、第一軸Ｃ１周りにＣＷ方向に高速回転する。日送り爪車４７の爪部４
７ｃは、日車２０の歯部２２に当接して押圧する。
　続いて、図１４に示すように、日車２０は、日ジャンパ２５との係合が解除されて、中
心軸Ｏ周りにＣＷ方向に回転する。また、日車２０の回転にともない、月送り部２６は、
日車２０の内側に設けられた月中間車２８の歯２８ａを押す。これにより、月中間車２８
は、ＣＷ方向に回転する。また、月中間車２８と噛合する月車３０は、月ジャンパ３５と
の係合が解除されてＣＣＷ方向に回転する。これにより、月文字１５ａが表示された月表
示板１５は、月車３０と同期して回転する。
【００６３】
　続いて、図１５に示すように、日車２０は、日ジャンパ２５と再度係合されてさらに１
ステップだけ中心軸Ｏ周りにＣＷ方向に回転する。これにより、日窓１１ａに表示される
日文字２１は、「３１」から「１」に切り替わる。
　また、月車３０は、月ジャンパ３５と再度係合されて１ステップだけ中心軸Ｏ周りにＣ
ＣＷ方向に回転する。月文字１５ａが表示された月表示板１５は、月車３０と同期して１
ステップだけ中心軸Ｏ周りにＣＣＷ方向に回転する。月窓１１ｂに表示される月文字１５
ａは、４月を表す「ＡＰＲ」から５月を表す「ＭＡＹ」に切り替わる。
　以上により、小月である４月の末日から大月である５月の初日へ移行するときのカレン
ダ機構１００の動作が完了する。
【００６４】
　図１６は、大月の日送りにおける３０日の２３時５５分頃を示す平面図である。
　図１７は、大月の日送りにおける３０日の２４時００分頃を示す平面図であって、日送
りの途中の状態の図である。
　図１８は、大月の日送りにおける３０日の２４時００分頃を示す平面図であって、日送
りを終了した状態の図である。
　続いて、例として、大月である５月の３０日から３１日を経て、小月である６月の初日
（６月１日）へ移行するときのカレンダ機構１００の動作を説明する。なお、前述した小
月である４月の末日から大月である５月の初日へ移行するときのカレンダ機構１００の動
作と同様の動作については、詳細な説明を省略する。
　図１６に示すように、日窓１１ａには、３０日を示す「３０」の日文字２１が表示され
ている。また、月窓１１ｂには、大月である５月を表す「ＭＡＹ」の月文字１５ａが表示
されている。
　また、３０日判定レバー７４の先端部７４ａは、日車２０が３０日を表示しているため
、日車２０の３０日判定部２９に対応した位置に配置されている。
　また、小月判定レバー７５の先端部７５ａは、大月である５月の凸部３４ａに対応した
位置に配置されている。
【００６５】
　時間の経過にともない、日送り爪車４７、制御カム４５、日回し車４３および作動カム
５０は、ＣＷ方向に回転する。日送り判定レバー７３の先端部７３ａは、制御カム４５の
日送り判定部４６に到達する。
　続いて、図１６に示すように、３０日の２３時５５分になると、日送り判定レバー７３
の先端部７３ａは、作動レバー体ばね７２の付勢力により、制御カム４５の日送り判定部
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４６内に入り込もうとする。
【００６６】
　ここで、小月判定レバー７５の先端部７５ａは、凸部３４ａに対応した位置に配置され
ている。このため、作動レバー体７１は、小月判定レバー７５の先端部７５ａが凸部３４
ａに当接し、ＣＣＷ方向への回動（すなわち、第一位置から第二位置への移動）が規制さ
れる。日回し中間車８５は、日送り爪車４７と離間した状態で保持される。したがって、
日回し中間車８５および小月日送り爪車７６の爪歯車７８は、日送り爪車４７からの動力
の伝達が遮断され、回転することなく保持される。
【００６７】
　続いて、３０日の２４時００分になると、作動カムレバー５２の第二凸部５３ｂは、作
動カムレバーばね５４の付勢力により、作動カム５０の押圧面５０ｂを押圧する。これに
より、主日回し機構４０の日送り爪車４７、制御カム４５および作動カム５０は、日回し
車４３よりもＣＷ方向に高速回転する。
　続いて、図１７に示すように、主日回し機構４０の日送り爪車４７、制御カム４５およ
び作動カム５０は、第一軸Ｃ１周りにＣＷ方向に高速回転する。日送り爪車４７の爪部４
７ｃは、日車２０の歯部２２に当接して押圧する。日車２０は、日ジャンパ２５との係合
が解除されて、中心軸Ｏ周りにＣＷ方向に回転する。なお、このとき、日送り判定レバー
７３の先端部７３ａは、制御カム４５の日送り判定部４６以外の領域に摺接する。
　続いて、図１８に示すように、日車２０は、日ジャンパ２５と再度係合されて１ステッ
プだけ中心軸Ｏ周りにＣＷ方向に回転する。日窓１１ａに表示される日文字２１は、「３
０」から「３１」に切り替わる。
【００６８】
　大月の末日である５月３１日から小月の初日である６月１日へ切り替わる際も、同様に
動作する。すなわち、５月３１日の２４時００分になると、作動カムレバー５２の第二凸
部５３ｂは、作動カムレバーばね５４の付勢力により、作動カム５０の押圧面５０ｂを押
圧する。主日回し機構４０の日送り爪車４７、制御カム４５および作動カム５０は、第一
軸Ｃ１周りにＣＷ方向に高速回転する。日送り爪車４７の爪部４７ｃは、日車２０の歯部
２２に当接して押圧する。これにより、日車２０は、日ジャンパ２５との係合が解除され
て、中心軸Ｏ周りにＣＷ方向に回転する。
　また、日車２０の回転にともない、月送り部２６は、日車２０の内側に設けられた月中
間車２８の歯２８ａを押す。これにより、月中間車２８は、ＣＷ方向に回転する。また、
月中間車２８と噛合する月車３０は、月ジャンパ３５との係合が解除されてＣＣＷ方向に
回転する。これにより、月文字１５ａが表示された月表示板１５は、月車３０と同期して
ＣＣＷ方向に回転する。
【００６９】
　続いて、日車２０は、日ジャンパ２５と再度係合されてさらに１ステップだけ中心軸Ｏ
周りにＣＷ方向に回転する。これにより、日窓１１ａに表示される日文字２１は、「３１
」から「１」に切り替わる。
　また、月車３０は、月ジャンパ３５と再度係合されて１ステップだけ中心軸Ｏ周りにＣ
ＣＷ方向に回転する。これにより、月窓１１ｂに表示される月文字１５ａは、５月を表す
「ＭＡＹ」から６月を表す「ＪＵＮ」に切り替わる。
　以上により、大月である５月の３０日から末日である３１日を経て、大月の初日である
６月１日へ移行するときのカレンダ機構１００の動作が完了する。
【００７０】
　本実施形態によれば、作動レバー体７１によりカレンダ機構１００を動作させることが
できるので、４つのレバーを備えた従来技術と比較して部品数を削減できるとともに簡単
な構造とすることができる。
　また、作動レバー体７１には、３０日判定レバー７４と小月判定レバー７５とが設けら
れているので、作動レバー体７１を組み付けるだけで、３０日判定レバー７４と小月判定
レバー７５とが所定位置に配置される。すなわち、３０日判定レバー７４と小月判定レバ
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ー７５とを個別に位置合わせする必要がないので容易に製造することができる。
　また、作動レバー体７１は、３０日判定レバー７４が３０日判定部２９に追従し、かつ
小月判定レバー７５が月カム３３の凹部３４ｂに追従することで、第一位置から第二位置
に向かって回動し、日回し中間車８５は、第二位置にあるとき日送り爪車４７と噛合する
ので、日回し中間車８５を介して日送り爪車４７の動力を小月日送り爪車７６に伝達する
ことができる。したがって、小月の末日に日送り爪車４７および小月日送り爪車７６で日
車２０を回転させて正確に日を送ることができる。
【００７１】
　また、作動レバー体７１は、制御カム４５の外周面に摺接する日送り判定レバー７３を
有しているので、３０日判定レバー７４を日車２０に接触させることなく３０日判定部２
９に追従させることができる。これにより、作動レバー体７１から日車２０へ負荷が発生
するのを抑制できるので、日車２０のずれを防止して所定位置に日を表示することができ
る。
【００７２】
　また、小月日回し機構７０は、小月日送り爪車７６を送り後位置から送り前位置に向か
って付勢する戻しばね８２を備えているので、小月日送り爪車７６は、小月に日車２０を
回した後、送り前位置に復帰することができる。したがって、次の小月においても正確に
日を送ることができる。
【００７３】
　また、小月日送り爪車７６の径方向内側に向かって移動可能なように小月日送り爪７９
ｂを弾性支持する弾性支持部７９ｃを有するので、小月日送り爪７９ｂが送り後位置から
送り前位置に向かって復帰するときに、日車２０が回転するのを防止できる。したがって
、小月の末日に日送り爪車４７および小月日送り爪車７６で日車を回転させて正確に日を
送ることができる。
【００７４】
　また、構造が簡単で容易に製造できる上述のカレンダ機構１００を備えているので、信
頼性に優れた低コストなムーブメント１０および時計１とすることができる。
【００７５】
（実施形態の変形例）
　図１９は、変形例に係るカレンダ機構を備えたムーブメントの平面図であり、図２０は
、図１９のＣ－Ｃ線に沿う断面図である。
　続いて、実施形態の変形例について説明する。
　上述した実施形態のカレンダ機構１００は、日回し車４３に対して回転可能に積層され
た制御カム４５と、制御カム４５に摺接する日送り判定レバー７３と、を備えていた（図
２および図４参照）。
　これに対して、図１９および図２０に示すように、実施形態の変形例に係るカレンダ機
構１００は、制御カムおよび日送り判定レバーを備えていない点で実施形態とは異なって
いる。なお、以下では、上述した実施形態と同様の構成部分について、詳細な説明を省略
する。
【００７６】
（主日回し機構）
　図１９および図２０に示すように、主日回し機構４０は、日回しピン４１と、日回し車
４３と、作動カム５０と、作動カムレバー５２と、日送り爪車４７と、を備えている。
　日回しピン４１は、筒状に形成されており、軸部材６に対して第一軸Ｃ１周りに回転自
在に遊挿されている。日回しピン４１の軸方向における中間部分には、支持板部４１ａが
設けられている。支持板部４１ａは、日回し車４３よりもムーブメント１０の裏側に配置
されている。支持板部４１ａは、軸方向視で円形状に形成されており、日回し車４３より
も小径となっている。
　日送り爪車４７は、日回しピン４１における裏側の端部に外嵌固定されている。日送り
爪車４７の日送り爪歯車４７ａは、支持板部４１ａに当接した状態で配置される。
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【００７７】
　小月日回し機構７０は、作動レバー体７１を備えている。
　作動レバー体７１は、規制ピン部７１ａと、３０日判定レバー７４と、小月判定レバー
７５と、を備えている。３０日判定レバー７４と、小月判定レバー７５とは、一体形成さ
れている。
　３０日判定レバー７４は、端部７４ａが日車２０の内周面２０ａに向かって屈曲形成さ
れている。３０日判定レバー７４の先端部７４ａは、作動レバー体ばね７２の付勢力によ
り日車２０の内周面２０ａに対して接触している。
【００７８】
　３０日判定部２９は、小月の末日である３０日に切り替わると、３０日判定レバー７４
の先端部７４ａが入り込んで摺接することにより追従可能とされる。
　小月日送り爪７９ｂは、径方向に沿って長く形成されている。小月日送り爪７９ｂは、
爪歯車７８よりも径方向の外側に突出しており、およそ９時の方向に向かっている。
　作動レバー体７１は、３０日判定レバー７４の先端部７４ａが日車２０の内周面２０ａ
のうち３０日判定部２９以外の領域に摺接しているとき、第二軸Ｃ２周りにＣＷ方向に傾
斜した第一位置に配置される。また、作動レバー体７１は、３０日判定レバー７４の先端
部７４ａが日車２０の３０日判定部２９に入り込んで摺接しているとき、第二軸Ｃ２周り
に第一位置よりもＣＣＷ方向に傾斜した第二位置に配置される。
【００７９】
（作用）
　続いて、上述した実施形態の変形例に係るカレンダ機構１００の作用について説明する
。以下、月の末日を経て翌月の初日になるまでのカレンダ機構１００の作用について説明
する。
　図２１は、小月の日送りにおける末日の００時００分頃を示す平面図である。
　図２２は、小月の日送りにおける末日の５時５５分頃を示す平面図である。
　図２３から図２７は、小月の日送りにおける末日の２４時００分頃を示す平面図であり
、図２３から図２７の順に時系列で並んでいる。
　まず、小月の末日を経て翌月の初日になるまでのカレンダ機構１００の動作について説
明する。以下、例として、小月である４月の末日（４月３０日）から大月である５月の初
日（５月１日）へ移行するときのカレンダ機構１００の動作を説明する。
【００８０】
　図１９に示すように、日窓１１ａには、２９日を示す「２９」の日文字２１が露出され
て表示されている。月窓１１ｂには、小月である４月を表す「ＡＰＲ」の月文字１５ａが
露出されて表示されている。
　また、小月判定レバー７５の先端部７５ａは、小月の凹部３４ｂに対応した位置に配置
される。
　小月の日送りにおける末日前日の２９日の２４時００分直前に、主日回し機構４０の日
送り爪車４７および作動カム５０が日回し車４３よりもＣＷ方向に高速回転する。日送り
爪車４７の爪部４７ｃは、日車２０の歯部２２に当接して押圧する。
　続いて、図２１に示すように、小月の日送りにおける末日の３０日の００時００分には
、日車２０が１ステップ回転して日窓１１ａから露出される日文字２１が「２９」から「
３０」に切り替わる。
【００８１】
　続いて、３０日判定レバー７４の先端部７４ａは、日車２０の３０日判定部２９に到達
するとともに、作動レバー体ばね７２の付勢力により、日車２０の３０日判定部２９に入
り込む。また、小月判定レバー７５の先端部７５ａは、月カム３３の凹部３４ｂに入り込
んで追従する。これにより、作動レバー体７１は、第二軸Ｃ２を中心としてＣＣＷ方向に
回動し、第二軸Ｃ２周りにＣＷ方向に傾斜した第一位置から、第二軸Ｃ２周りに第一位置
よりもＣＣＷ方向に傾斜した第二位置へ移動する。そして、日回し中間車８５は、作動レ
バー体７１の回動にともなって移動し、日送り爪車４７と噛合する。
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　作動カム５０の規制ピン部５１は、日送り爪車４７および作動カム５０の高速移動によ
り溝部４３ａ内を移動した後、所定時間（本実施形態では、約５時間５５分）が経過して
から、一定速度で回転する日回し車４３の溝部４３ａにおけるＣＣＷ方向の端部に突き当
たる。したがって、作動カム５０および日送り爪車４７は、３０日の５時５５分まで回転
することなく停止している。
【００８２】
　続いて、図２２に示すように、例えば３０日の５時５５分になると、作動カム５０の規
制ピン部５１は、日回し車４３の溝部４３ａにおけるＣＣＷ方向の端部に突き当たる。こ
れにより、一定速度でＣＷ方向に回転する日回し車４３の動力は、規制ピン部５１を介し
て作動カム５０および日送り爪車４７に伝達される。作動カム５０および日送り爪車４７
は、日回し車４３と同期して回転する。また、日送り爪車４７と噛合する日回し中間車８
５は、日送り爪車４７から動力が伝達されて、第三軸Ｃ３を中心としてＣＣＷ方向に所定
の速度で回転する。
　図２３に示すように、時間の経過にともなって、日回し中間車８５と噛合する小月日送
り爪車７６の爪歯車７８は、戻しばね８２の付勢力に抗して、ＣＷ方向に所定の速度で回
転する。
【００８３】
　続いて、図２４に示すように、小月日送り爪車７６の小月日送り爪７９ｂは、３０日の
２４時００分になると、日車２０の歯部２２に当接する。そして、小月日送り爪車７６の
小月日送り爪７９ｂは、日車２０の歯部２２を押圧する。
【００８４】
　続いて、図２５に示すように、日車２０は、日ジャンパ２５との係合が解除されて、中
心軸Ｏ周りにＣＷ方向に回転する。また、３０日判定部２９は、日車２０の回転にともな
い、ＣＷ方向に移動する。このとき、３０日判定部２９に入り込んでいた３０日判定レバ
ー７４の先端部７４ａは、３０日判定部２９から抜け出そうとする。また、作動レバー体
７１は、第二軸Ｃ２を中心としてＣＷ方向に回動する。
【００８５】
　続いて、図２６に示すように、日車２０は、日ジャンパ２５と再度係合されて１ステッ
プだけ中心軸Ｏ周りにＣＷ方向に回転する。日窓１１ａに表示される日文字２１は、「３
０」から「３１」に切り替わる。
　作動レバー体７１は、第二軸Ｃ２周りにＣＣＷ方向に傾斜した第二位置から、第二軸Ｃ
２周りにＣＷ方向に傾斜した第一位置へ向かって、第二軸Ｃ２を中心としてＣＷ方向に回
動する。これにより、日回し中間車８５は、日送り爪車４７から離間する。
　また、小月日送り爪車７６は、日回し中間車８５を介した日送り爪車４７からの動力の
伝達が解除される。小月日送り爪車７６は、戻しばね８２の付勢力によって、第二軸周り
にＣＣＷ方向に高速回転し、送り後位置から送り前位置に瞬時に復帰する。
【００８６】
　また、作動カムレバー５２の第二凸部５３ｂは、作動カム５０の回転により押圧面５０
ｂに到達して押圧する。これにより、主日回し機構４０の日送り爪車４７および作動カム
５０は、日回し車４３よりもＣＷ方向に高速回転する。小月日送り爪車７６の小月日送り
爪７９ｂは、日車２０の歯部２２を押圧する。日車２０は、日ジャンパ２５との係合が解
除されて、中心軸Ｏ周りにＣＷ方向に回転する。
　そして、図２７に示すように、日車２０は、日ジャンパ２５と再度係合されて１ステッ
プだけ中心軸Ｏ周りにＣＷ方向に回転する。日窓１１ａに表示される日文字２１は、「３
１」から「１」に切り替わる。
　また、月送り部２６は、日車２０の回転にともない、日車２０の内側に設けられた月中
間車２８の歯２８ａを押す。これにより、月窓１１ｂに表示される月文字１５ａは、４月
を表す「ＡＰＲ」から５月を表す「ＭＡＹ」に切り替わる。
　以上により、小月である４月の末日から大月である５月の初日へ移行するときのカレン
ダ機構１００の動作が完了する。
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【００８７】
　図２８は、大月の日送りの説明図である。
　続いて、例として、大月である大月である５月の３０日から末日である３１日を経て、
大月の初日である６月１日へ移行するときのカレンダ機構１００の動作について説明する
。なお、前述した実施形態のカレンダ機構１００の日送りの動作や、前述した実施形態の
変形例に係るカレンダ機構１００における小月の日送りの動作と同様の動作については、
詳細な説明を省略する。
　図２８に示すように、小月判定レバー７５の先端部７５ａは、大月（図２８においては
、５月）の凸部３４ａに対応した位置に配置されている。作動レバー体７１は、小月判定
レバー７５の先端部７５ａが凸部３４ａに当接し、ＣＣＷ方向への回動（すなわち、第一
位置から第二位置への移動）が規制される。日回し中間車８５は、日送り爪車４７と離間
した状態で保持される。したがって、日回し中間車８５および小月日送り爪車７６の爪歯
車７８は、日送り爪車４７からの動力の伝達が遮断され、回転することなく保持される。
【００８８】
　続いて、３０日の所定時刻（例えば２４時００分）になると、作動カムレバー５２の第
二凸部５３ｂは、作動カムレバーばね５４の付勢力により、作動カム５０の押圧面５０ｂ
を押圧する。これにより、主日回し機構４０の日送り爪車４７および作動カム５０は、日
回し車４３よりもＣＷ方向に高速回転する。これにより、日車２０は、１ステップだけ中
心軸Ｏ周りにＣＷ方向に回転し、日窓１１ａに表示される日文字２１が「３０」から「３
１」に切り替わる。
【００８９】
　大月の末日である５月３１日から小月の初日である６月１日へ切り替わる際も、同様に
動作する。すなわち、５月３１日の２４時００分になると、作動カムレバー５２の第二凸
部５３ｂは、作動カムレバーばね５４の付勢力により、作動カム５０の押圧面５０ｂを押
圧する。これにより、日車２０は、１ステップだけ中心軸Ｏ周りにＣＷ方向に回転し、日
窓１１ａに表示される日文字２１が「３１」から「１」に切り替わる。
　また、月送り部２６は、日車２０の回転にともない、日車２０の内側に設けられた月中
間車２８の歯２８ａを押す。これにより、月窓１１ｂに表示される月文字１５ａは、５月
を表す「ＭＡＹ」から６月を表す「ＪＵＮ」に切り替わる。
　以上により、大月である５月の３０日から末日である３１日を経て、大月の初日である
６月１日へ移行するときのカレンダ機構１００の動作が完了する。
【００９０】
　実施形態の変形例によれば、前述した実施形態と同様の効果を得ることができる。さら
に、制御カムを不要とするので、さらなる小型化および薄型化が可能なカレンダ機構１０
０とすることができる。
【００９１】
　なお、この発明の技術範囲は上記の実施形態に限られるものではなく、本発明の趣旨を
逸脱しない範囲において種々の変更を加えることが可能である。
【００９２】
　図２９は、他の実施形態に係る制御カムの説明図である。
　実施形態の制御カム４５は、日送り判定部４６のＣＷ方向の側面４６ａが径方向に沿う
ように形成されていた（図５参照）。
　これに対して、図２９に示す制御カム４５のように、日送り判定部４６のＣＷ方向の側
面４６ａが径方向の内側から外側に向かって、日送り判定部４６の開口が広がるようにＣ
Ｗ方向に傾斜していてもよい。
　この構成によれば、日送り判定レバー７３の先端部７３ａは、傾斜した側面４６ａを摺
動しながら、実施形態よりも低速で日送り判定部４６に入り込む。このとき、作動レバー
体７１は、第一位置から第二位置に向かって実施形態よりも低速で回動するので、日送り
爪車４７と日回し中間車８５とが実施形態よりも低速で噛合する。これにより、日送り爪
車４７および日回し中間車８５の歯の摩耗を抑制できるので、耐久性に優れたカレンダ機
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【００９３】
　図３０は、他の実施形態に係る時計の外観図であり、図３１は、図３０に示す他の実施
形態に係る時計のムーブメントの断面図である。
　実施形態では、月表示板１５を文字板１１よりもムーブメント１０の表側に配置し、月
表示板１５の月文字１５ａを月窓１１ｂから露出させることで月を表示していた（図１お
よび図３参照）。
　これに対して、図３０および図３１に示すように、月針１８を文字板１１よりもムーブ
メント１０の裏側に配置し、月針１８で文字板１１に示される１から１２の文字を指示す
ることにより月を表示してもよい。
【００９４】
　実施形態では、戻しばね８２としてひげぜんまいを採用したが、ひげぜんまいに限定さ
れない。したがって、例えばコイルばねを戻しばねとして採用してもよいし、板バネを戻
しばねとして採用してもよい。
【００９５】
　その他、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で、上記した実施の形態における構成要素を周
知の構成要素に置き換えることは適宜可能である。
【符号の説明】
【００９６】
１・・・時計　２０・・・日車　３０・・・月車　３３・・・月カム　３４ｂ・・・凹部
（小月判定部）　４０・・・主日回し機構　４３・・・日回し車　４５・・・制御カム　
４６・・・日送り判定部　４７・・・日送り爪車　５０・・・作動カム　７０・・・小月
日回し機構　７１・・・作動レバー体　７３・・・日送り判定レバー　７４・・・３０日
判定レバー　７５・・・小月判定レバー　７６・・・小月日送り爪車　７９ｂ・・・小月
日送り爪　７９ｃ・・・弾性支持部　８２・・・戻しばね（付勢手段）　８５・・・日回
し中間車　１００・・・カレンダ機構　Ｃ２・・・第二軸（所定軸）
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